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１．研究開始当初の背景 

わが国は高齢化の進展により、高齢運転者数

も急増している。さらに地方地域では人口減も

加速しており、公共交通が撤退傾向になり、移

動はマイカー中心になっているが、加齢による

運転能力の低下で事故の懸念もある。警察庁で

は、70 歳以上の免許更新時に高齢者講習を義

務付け、さらに 75 歳以上には講習予備検査とい

われる認知機能検査を行い、認知症者の運転

中止を目指しているが、運転断念は自立生活の

断念にもつながるため、免許返納はなかなか進

んでいない。地方地域ではマイカーが必需品で

あり、知事連合では高齢者にやさしい自動車開

発のプロジェクトを実施し、小型 2 人乗り車の提

案を行い、また公共交通としてもコミュニティバス

やデマンド型交通の導入なども各地で進められ

ている。しかし、モビリティ継続については、必ず

しもうまくいっていないのが現状であった。 

 
２．研究の目的 

本研究は、高齢運転者の加齢による運転能

力低下の定量評価や運転断念に向けての可否

判断にむけた検討を行ってきた先行研究の結

果を踏まえ、高齢者のモビリティを安全に継続さ

せるため、高齢者講習時の運転映像データの

収集・分析により、特に能力低下が著しい層の

運転特性を明らかにし、運転者に自身の能力を

客観的に理解させるような映像教育プログラムを

開発し、さらに認知症と運転能力の関係につい

て検討していく。また、普通の自動車からの段階

的モビリティの縮小を目指し、超小型電気自動

車（ＥＶ）の活用や、公共交通等への転換の可

能性について明らかにしていくことを目的とす

る。 
 

３．研究の方法 

上記目的達成のために、以下の５つの項目に

ついて、次に示す方法で研究を進めた。 
(1) 高齢者特性データの継続収集と分析 

3 箇所の自動車教習所において、高齢者講

習の実車運転時のドライブレコーダ映像の継続

収集を行い、特に、不安全運転を多く犯した事

例と運転予備検査（認知機能検査）で第 1、第 2

分類に分けられた人の事例を中心に分析を行う。

運転能力の低下が、どういったパラメータと関連

するかを考察していく。 
(2) 教育プログラムの検討 

先行研究で提案した、自身の運転のドライブ

レコーダ映像を見せることで自覚を促したり、ヒ

ヤリハット映像を見せることで不安全運転による

リスクに気づかせるような教育プログラムを改良

する。運転特性を、自覚の有無、意図の有無で

4 分類することを、比較的簡易な方法で分類わ

けできる方法を検討し、最終的には、簡易教育

プログラムとしてパッケージ化していく。 
(3) 認知症ドライバの検討 

認知症や軽度認知障害（ＭＣＩ）の人の運転

特性について、敦賀温泉病院の協力の下、物

忘れ外来患者でＭＣＩレベルの人を対象にデー

タ計測を行い、医学的指標と運転能力の間の関

係性について検討していく。 
(4) 超小型ＥＶの検討 

原付ミニカークラスの超小型ＥＶの実証モニタ

ー実験を、3 地域（福井県大野市、千葉県柏市、

岩手県大槌町）で実施し、高齢者にとって代替

手段になりえるかを考察する。また 2 人乗り車を

改造にて作成し、国土交通省の超小型モビリテ

ィ認定を受け、この種の車両の活用法を検討す

る。 
(5) バス等代替手段の検討 

公共交通が代替手段になりえるか、コミュニテ

ィバス（大野市）やデマンドバス（釜石市）の事例

をもとに、移動モデルを構築し、需要を予測して

交通計画を行い、代替可能性について考察す

る。 

 
４．研究成果 
(1) 高齢者特性データの継続収集と分析 

高齢ドライバの運転特性、および認知機能と

の関係性を明らかにするため、高齢者講習にお

ける講習予備検査結果と運転適性検査（運転行

動を測定する簡易シミュレータ）結果と実車運転

時の映像・音声データを 2626 件取得し、意図／

自覚について分析した。図 1 に分析に用いた映

像の静止画の一例を示す。高齢ドライバの免許

更新の際の講習予備検査によって分類されるう

ち、第 3 分類（記憶力・判断力に心配のない）

149 名と第 2 分類（記憶力・判断力が少し低く

なっている） 37 名について、運転適性検査の

結果を比較した。図 2a、b に意図／自覚と第 2

／3 分類の結果を示す。なお、第１ 分類は 3 名

と少数であったのと、映像データのみの記録で

あったため、比較分析は行わなかった。第 2 分

類と第3分類の比較の結果、第2 分類に属する

者は、単純な課題と複雑な課題の両方で反応

速度が遅くなることが確認された(p<0.05)。した

がって、反応速度が遅くなると、意図しない不安

全な運転行動が増えることが示唆された。 

一方、第 3 分類 151 名と第 2 分類 38 名の

不安全な運転行動を、意図と自覚に着目して分

類した。その結果、自身の運転行動を自覚して

いない傾向は、今回分析を行った高齢者 189 



名全体が有することが確認された(χ2 検定

p<0.05)。さらに、第2 分類は意図せずに不安全

な運転行動をおこす傾向が高いことを確認した

(χ2 検定 p<0.05)。 

第 1 分類の者については、左折時の右側不

確認、アクセルとブレーキの踏み間違い、一時

停止標識の見落としなどが映像記録から確認す

ることができた。 

前方

顔 メータ

ペダル

 

図 1 運転行動の映像キャプチャ（一例） 
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図 2-a 第 2 分類の意図と自覚分析 
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図 2-b 第 3 分類の意図と自覚分析 
 

(2) 教育プログラムの検討 

本研究では、高齢者の運転教育に特化した

不安全な運転行動の意図と自覚の有無の判別

に用いる定量的指標を提案した。そのため、1. 

意図・自覚の有無に着目した運転教育手法の

有効性の検証、2. 不安全な運転行動の意図・

自覚の有無を判別する指標の開発、を目標とし

た。 
①運転能力の低下に対する自覚を促す運転教育 

意図と自覚の有無に着目した教育手法が特

に高齢ドライバに対して教育効果があることを明

らかにするために、これまでに実施した高齢者

16 名と若年健常者 15 名に対する運転教育比較

実験を行った。 

実験では、指導員による実車走行の判定結

果を基に、不安全な運転行動を抽出した。次に、

その際の発話・態度映像を分析することにより意

図と自覚の有無を判別し、教育を行った。その

後、運転行動とドライバの自己評価の改善を評

価指標とした検証を行った。その結果、自身の

運転行動に自覚がない傾向は高齢者特有であ

ることを確認した（p<0.05）。また、自覚を促す教

育手法は高齢者に特に有効であることを確認し

た。 

②自覚の有無に関する定量的な議論 

不安全な運転行動に対する意図と自覚の有

無が速度や加速度などの運転挙動に与える影

響を明らかにすることを目的として、高齢者講習

の実車運転行動および挙動分析を行った。分

析対象は、高齢者講習の全データから無作為

に抽出した 230 名の実車運転データである。そ

の中で観測された一時停止交差点での一時不

停止163 件のうち、教官の操作介入や指摘によ

る運転行動の変化がないもの 34 件に対し、運

転行動・会話分析を行い、意図と自覚の有無を

分類した。運転行動の定量的なデータは映像か

ら観測した。一時不停止に限定した理由は、一

時停止交差点は複雑な交通環境であり、心身

機能の低下の影響が出やすいと考えられる一時

不停止による事故は高齢者に多い、一時不停

止では発話が多く、分析しやすいためである。 

正解値として、34 件の一時不停止の映像・音

声データについて、運転行動・会話分析を行い、

意図と自覚の有無について分類したものを用い

た。また、運転挙動に関する映像観察を行い、

自覚の有無が関連すると考えられるパラメータと

して、加速度などの定量的データ 13 項目を抽

出した。 

一時不停止場面での実車運転の定量的デー

タを取得する目的で、教習所で高齢ドライバを

対象とした実車運転実験を行った。対象は日常

的に運転している高齢者 28 名(男性 24 名、女

性 4 名、平均年齢 70.8±5.5 歳)である。 その

結果、一時不停止場面における実車運転定量

データが 48 件確認された。意図と自覚の有無

の判別に用いる定量的指標を提案するために

意図と自覚の有無を目的変数とし、それを的確

に選り分ける説明変数と分岐条件を探し出す。 

初めに 2 回の実験で得られた 48 件の一時

不停止について、意図と自覚の有無に関連する

と考えられる速度、加速度、視力・視野、運転適

性検査に関する定量的データ 13 項目を集計し

た。その後、それらの項目に相関分析を行い、

多重共線性のある 2 項目を排除した。残りの 11 

項目について、統計解析ソフト R を用いてデー

タの不純度を示すジニ係数が最小となるように

説明変数と分岐条件を決定した。 



その結果、説明変数と分岐条件として、最大

減速度ax=0.135 と運転適性検査の複数作業の

反応むら ri =2.5 が抽出された。解析に用いた項

目と、得られた判別指標を図 3 に示す。結果の

一例として、停止線通過前後 5 秒間の 3 軸加速

度の推移を図 4 に示す。これより、意図と自覚の

有無によって実際に加速度の推移の傾向が異

なっていることが確認できた。また、反応のむら

が大きい場合には、自覚のある不安全な運転行

動をする傾向があることも確認された。交差確認

によって、この定量的指標による意図と自覚の

有無の正答率を検証したところ、正答率は 76.6%

であった。よって、意図と自覚の有無の判別に

用いる定量的指標を提案できたといえる。 

しかし、(B)意図なし/自覚なしを判別すること

はできなかった。これは学習に用いたデータ数

が 2 件と不十分であったからだと考えられる。そ

のためさらに実車運転実験を行い、データを収

集する必要がある。また、(B)以外でも誤判別の

事例が確認された。これらの事例の運転映像を

確認し、直前の交通場面の影響を受けていたこ

と、全体的に速度の遅いドライバだったことなど

を確認した。 

会話・行動分析では、発話がないまたは発話

内容が曖昧である場合には意図と自覚の有無

を判別できなかった。しかし、そのような事例に

ついても、定量的指標を用いれば判別すること

ができる。そのため、教育すべき点が明確になり、

効果的な教育を行うことができるようになる。なお、

定量的指標は一時不停止の意図と自覚の有無

を判別するのみであり、運転行動が安全か不安

全かを判別するものではない。そのため、運転

行動が安全か不安全かの判別は、教官などの

外部のシステムに頼る必要がある。 
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図 3 解析に用いた項目と得られた判別指標 

 

図 4 実験時の加速度データ 

③呼称運転による代替 

本研究では、先行研究で提案した自身の運

転の様子をドライブレコーダに記録して見せるこ

とで自覚を促したり、ヒヤリハット映像を見せるこ

とで不安全運転行動によるリスクに気付かせるよ

うな教育プログラムを改良し、簡易教育プログラ

ムとしてまとめた。この簡易教育プログラムは、一

般的な教育プログラムの中に非呼称運転と呼称

運転を組み込むことで、運転に情報負荷がかか

ることで引き起こされる不安全運転行動を本人

に理解させるためのプログラムである。 
研究成果(1)から、高齢ドライバは不安全な運

転行動に対して自覚しない傾向が高いことが明
らかになったこと、また自覚の低下したドライバ
に対してドライブレコーダを見せることで自覚を
促す効果が示唆されたことから、「簡易的に自覚
の有無を抽出するための呼称運転」、および「簡
易的なドライブレコーダをとりいれた教育プログ
ラム」を提案した。 

呼称運転の中でも指差呼称は、運転教育に

おいてよく用いられる方法であり、何もしない場

合と比較してエラーを 6 分の 1 に減らす効果とし

て次のことが言われている。 

・呼称運転によりリスクの把握やエラー回避が可

能になる 

・呼称という負荷によって情報処理能力の容量

が減少することで、運転ありの成績が低下して

いる場合、情報処理能力が低下していると把

握できる 

本研究で実施した実験から、高齢ドライバの

運転においても同様の効果があることが示唆さ

れ、かつ呼称（運転あり・運転なし）を比較すると

いう簡便な方法で、ドライバ個人における運転

負荷を抽出できる可能性が示された。この呼称

運転と、ドライブレコーダを用いた自己の自覚を

促す教育手法を組み合わせることによって、自

己の不安全な運転行動に気付きやすくさせ、不

安全な運転行動の抑制や、改善が期待できると

考える。 

(3) 認知症ドライバの検討 

本研究では「地方地域での軽度の認知障害

者の日常運転行動と医学的指標の関連性を見

出すこと」を目的とした。研究方針としては、軽度

の認知障害のあるドライバの認知機能を医学的

な認知機能検査を用いて測定し、同じくドライバ

の日常的な運転行動を、ドライブレコーダ（以下 

DR）を用いて記録した。記録された各ドライバの

運転態度と運転行動の特性を分析し、ドライバ

の認知機能低下分野との関係性を調べた。 

対象と方法：本研究の研究協力者は、医師に

より軽度の認知障害（区別の難しい軽度の認知

症含む）と診断された、地方地域で日常的に運

転を行う高齢ドライバ 14 名で、分析対象は 7 

名（70～80 歳）である。本研究では運転に関係

すると考えられる見当識や上肢・下肢行為を測



定する高次脳機能検査（BFB）、記憶力等の基

本的な認知機能を測定する長谷川式簡易知能

評価スケール（HDS-R）、注意機能（選択性、持

続性、転換性、配分性）を測定する標準注意検

査（CAT）の 3 つの検査を用いた。 

結果 1：DR により日常生活の運転行動を最

大 2 カ月記録し、既知である認知症ドライバの

特徴的な運転行動を参考に、特徴的な運転態

度・運転行動を抽出した（図 5)。その結果、運転

態度は 6 項目、運転行動は 19 項目抽出され

た。また、運転態度を整理する中で、動作緩慢

なタイプ(α 型)と非動作緩慢なタイプ（β 型）

の 2 種類に分類できることが分かった。さらに、

起こしやすい運転行動として、α 型は「車線の

片側に寄る」・「縁石衝突」、β 型は「信号の変

わり目(通過中に赤)で通過」の行動が 2 グルー

プ内で共通して認められた。 

 

図 5 DR による日常生活運転行動の一場面（前
方映像、ドライバ映像、GPS・速度・加速度情報） 

 

結果 2：一方、交差点における評価を既存の

指標である McKnight の安全運転行動指標を

用いた安全性の定量評価を行った。この結果、

協力者の 86%（7 名中 6 名）で右折よりも左折

の不安全度が高いことが確認された。 

結果 3：運転態度及び運転行動と認知機能検

査結果を比較した。その結果、BFB の「上肢行

為」の回数（動作の巧緻性）および CAT の 

Visual Cancellation Task（以下 VCT）の回答時

間（選択性注意）により全ての協力者が、ぼんや

りしており動作の緩慢が見られる α 型と、動作

の緩慢が見られないβ 型とに大別することが出

来た。以上のことから、動作の巧緻性と選択性

注意機能により運転態度や特徴的な運転行動

を予測出来ることが示唆された。特に CAT の 

VCT の回答時間と一時不停止の確率には強

い相関が見られた。さらに α 型・β 型では、

α 型の方が右左折時の Unsafe Score が高く不

安全性が高いことが明らかになった。これは、α

型は β 型に比べ、上肢動作が緩慢であること

により、右左折時の走行半径が拡大し、左折で

は大回りになり、右折では大回りを防ぐために目

的の車線に入る際にショートカットせざるを得な

くなることが原因だと考えられる。  

まとめ：下記の 4 点が明らかになった。 

・右折より左折の不安全性が高い軽度の認知障

害ドライバが多い。(86%)  

・上肢動作の巧緻性と選択性注意機能から、軽

度の認知障害ドライバの運転は動作緩慢傾向

と非動作緩慢傾向の 2 グループに大別出来

る可能性がある。  

・2 グループでは起こしやすい運転行動が異な

る。  

・動作緩慢な α 型は β 型より、交差点で走

行半径が大きくなり、不安全性が高い運転を行

いやすい。  

以上から、本研究で用いた認知機能検査の結

果から運転行動を予測し、事前に対応すること

で不安全な運転行動を低減できる可能性と、α 

型・β 型では異なる支援方法や運転断念判断

基準を提案する必要があることが示唆された。  

 

(4) 超小型ＥＶの検討 

高齢化の進む地方地域の典型例として、福井

県大野市において、市の協力の下、超小型ＥＶ

の走行実験を行い、常時記録ドライブレコーダ

により道路環境や交通状況などのデータを取得

し、走行シーン分類を行った。これにより、地方

地域の高齢者の日常生活における運転リスクを

表現することができ、また運転支援システムの開

発要件にも活用できる。引き続き、一般市民モ

ニターによる走行実験を行ったが、同市は冬季

に降雪が数ｍもあるため、この種の車両の使用

については賛否両論得られた。 

超小型ＥＶとして公道走行できる原付ミニカー

は1人乗りであるため、常に2人で乗りたいという

意見が多く、市販の原付ミニカーを改造して 2 人

乗り車を製作した。評価は当初非公道における

体験試乗にとどまったが、好意的意見が数多く

得られた。国土交通省での議論をもとに、超小

型モビリティの認定制度（軽自動車の一部緩和

措置として 2 人乗り超小型ＥＶにナンバー交付）

が 2013 年 2 月にスタートしたため、2014 年度に

この改造車の認定を行った。対処項目が多いた

め、ナンバー交付に時間を要し、評価を行うに

は至らなかった。 

超小型ＥＶの実証実験は、上記大野市のほか、

千葉県柏市や岩手県大槌町（図 6)でも行い、ま

た知事連合の福岡県朝倉市での実験にも参加

した。 

 

図 6 大槌町における試乗の様子 



柏では高齢者の日常の足として活用できる手

ごたえを得た。被災地では遠く離れた仮設住宅

からの足としては距離や速度の点で十分な活用

は厳しかったが、新しいまちづくりの中で位置づ

けることが可能と判断された。 
 

(5) バス等代替手段の検討 

大野市の中心部を対象に、移動の足としての

バス交通の計画論を展開し、既存のバスでのカ

バー範囲の考察を行った。まず、移動モデルと

称する、身体特性・居住地域・移動目的等の類

別による移動の原単位を構築すべく、住民アン

ケート（3 週間の移動実績調査）、ヒアリングを行

い、その分析から、同モデルを作成した。それを

もとに、現交通の路線図から、需要量の推計を

行い、実績との比較を行った。その結果、これま

では地域の高齢者人口から大まかな需要量を

算出していたが、実際の利用はそれほどなく、さ

らに細かい特性を入れ込んだ移動モデルによる

需要推計が必要であること、またより多くの人の

移動に資するためには、路線可変のデマンド型

交通などの対応が望まれることがわかった。 
 

なお、本研究は東京大学倫理審査委員会の

承認のもとに実施した。また、実験においては十

分な説明を行い、インフォームドコンセント、同意

を得て行った。 
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